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第４章 被災中小企業・農林水産事業者復興支援計画 

 

基本的な考え方 

大規模災害の発生時には、地域の中小企業、農林水産業等における生産施設設備についても大

きな被害を受けることが考えられる。 

地域の生産活動や雇用を支えるこれら事業者の活動の回復・維持と経営の安定は、被災後の社

会生活の安定を図るうえで重要なものとなることから、町及び関係機関は、協力して必要な措置

を講じる。 
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第１節 被災中小企業者の援助措置 

 

中小企業者が被災したときの救済援助措置は、主に公的資金の融資および信用保証により措置

される。 

このため、県は、被災した中小企業者の施設の復旧に要する資金並びに事業資金の融資等が円

滑に行われて、早期に経営安定が図られるよう、必要な措置を講じる。 

１ ㈱日本政策金融公庫及び㈱商工組合中央金庫の政府系金融機関の貸付制度による融資を促

進するため、これら関係機関に対して、必要な要請を行う。 

２ 必要に応じて、県独自の融資制度を設け、被災者に対して低利、長期の融資を行う。 

３ 被災した中小企業者の融資の円滑を図るため、信用保証協会の積極的な保証増大を要望し、

協力を求める。 

４ 地元銀行、その他の金融機関に対して、中小企業向け融資の特別配慮を要請し、協力を求め

る。 

５ 中小企業者の負担を軽減、復興を促進するため、激甚法の指定に必要な措置を講じる。 

６ 金融機関に対して、被害の状況に応じて貸付手続の簡易迅速化、貸付条件の緩和等について、

特別の取扱いを行うよう要請する。 

７ 中小企業関係の被害状況について迅速な調査を行い、再建のための資金需要について、速や

かに把握する。 

８ 町及び中小企業関係団体を通じて、災害時の特別措置について、中小企業者に対して周知、

徹底を図る。 

 

第２節 被災農林漁業関係者の援助措置 

 

災害により被害を受けた農林漁業者（以下「被害農林漁業者」という。）又は農林漁業者の組

織する団体（以下「被害組合」という。）に対し、農林漁業の生産力の維持、回復と経営の安定

化を図るため、県は、必要な資金の確保措置について迅速、適切に対応する。 

１ 農林漁業協同組合及び信用農業協同組合連合会が、被害農林漁業者及び被害組合に対して行

う経営資金のつなぎ融資の指導、あっせん。 

２ 被害農林漁業者又は被害組合に対する、天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に

関する暫定措置法による、経営資金等の融資措置の促進及び利子補給並びに損失補償の実施。 

３ 被害農林漁業者に対する、株式会社日本政策金融公庫法に基づく、災害復旧資金の融資のあ

っせん並びに既往貸付金の償還期限の延長措置等。 

４ 農業災害補償法に基づく、農業共済団体の災害補償業務の的確、迅速化の要請。 

５ 漁業災害補償法、漁船損害等補償法に基づく災害補償業務の迅速、適正化の要請。 

 


